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厚生労働科学研究貴補助金制度の概要  

1．厚生労働科学研究妻補助金制度の概要   

1）研究費の目的  

厚生労働科学研究章補助金は、「厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国   

民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学的な   

推進を確保し、技術水準の向上を図ること」を目的とし、独創的又は先駆的な   

研究や社会的要請の強い諸問題に関する研究について競争的な研究環境の形成   

を行いつつ、厚生労働科学研究の振興を一層推進するものである。  

厚生労働科学研究は、研究及びエビデンスの結果を施策に反映させ、また施   

策の成果をエビデンスとして把握し、国民の健康■安全確保を推進することを   

目指して実施されている。（図1参照）  

エビデンス  

㍗＝、鼠乃死亡原因  

施策  

研究  

図1．厚生労働科学研究と施策の関連性   



2）厚生労働科学研究費の経緯  

厚生科学研究費補助金制度は昭和26年度に創設された。昭和26年度に厚生   

行政科学研究費、昭和36年度に医療研究費、昭和59年度に対がん10カ年総合   

戦略経費、昭和62年度エイズ調査研究費、平成10年度に厚生科学研究費補助   

金取扱規程、取扱細則決定などの制度の整備を経て、平成14年度から厚生労働   

科学研究費補助金に改称した。  

3）厚生労働科学研究の4分野  

厚生労働科学研究費補助金の研究事業は、行政政策研究分野、厚生科学基盤   

研究分野、疾病・障害対策研究分野、健康安全確保総合研究分野の4分野に大   

別される。各分野の予算額の割合は、平成20年度予算においては、園2に示す   

ように、行政政策研究分野が約2％、厚生科学基盤分野が約31％、疾病■障害   

対策研究分野が55％、健康安全確保総合分野が約12％を占めていた。  

図2．分野別予算籠の割合（平成20年度予算）  
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4）研究の課題設定と公募  

厚生労働科学研究費補助金制度では、平成20年度には14の研究事業におい   

て、それぞれの研究事業ごとに、国民の健康、福祉、労働面の課題を解決する   

目的志向型の研究課題設定を行い、その上で、国内の試験研究機関等（国公私   

立大学、国公立・民間研究機関等）に属する研究者、又は法人を対象として、   

原則として公募により研究課題を採択した。  

5）予算額及び採択件数の推移等  

厚生労働科学研究費補助金予算額（推進事業費を含む）は、厚生労働省の科   

学技術関係予算のほぼ3分の1を占め、平成20年度予算は428億円、平成14   

年以降毎年1，400課題程度の研究を実施している。  

園3－1 予算額の推移  

件   

園3－2 採択件数の推移  
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6）各研究事業の予算額に占める構成割合  

厚生労働科学研究の予算額428億円（推進事業費を含む）における各研究事   

業の占める割合は図4のとおりである。  

図4 各研究事業ごとの当初予算額の割合（平成20年度）   



7）研究費金縁階層毎の研究費予算全体に占める割合、採択数等  

図5 各金額階層の研究費全体に占める割合（金簸べ一ス）  
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図6 研究費額階層毎の20年度採択課題数  

注：図5．園6ともに直接研究費を集計   

予算に占める割合は、10，000千円から30．000千円台が1／3以上を占め（図5）、  

20，000千円台の課題の採択数が最も多い（図6）。  
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図7 研究事業ごとの1課題当たり平均研究費額（直接研究費）（千円）   

平成20年度の1課題毎の平均籠は、研究事業毎に異なっており、図7に示される  

配分となっている。実験的な内容を含む研究事業では、それ以外の研究事業と比較  

して研究費額が大きくなる傾向がある。   

平成20，年度の厚生労働科学研究費の研究課題1課題当たりの研究費額は平均  

24，349千円（間接経費を含む）セある。（7頁参照）   



平成20年度厚生労♯科学研究費補助金申請・採択結果一覧表（部会調べ）  

申  採  択  
区  分  新 規 分  鮭 続 分  新 規 分  継 繰 分  

7孟雫題あたリ  

件 蝕  念   書貞  件 数  舎  

99  銅2104000  38  ●  

丁  308【氾．000  2  70【氾  9  3丁808 4  川921000  2  4400．000  6  15．321－0（旧  2．553．500   

3  14480000    3MOOO  4  り．480．   2  8480000    2．210．D00    10．690000  356こl333   

9  146025，∝旧  0   

34  267丁25．000  0   0  3こl  248．540．∝氾  7．5こ11515   

3  96．000，000  0   0  3  96，000．000  32．000．000   

董バイオマーカー‡空素研賓   

生物管源・創壬モデル動物研究   47  5410730  15  24乙m000  62  783．073 

ナノメディシン研究   

32  】，812632．000  0   

J†  †，75（】．522．  0   0  7  628－392．∝貯  8タ．77（〉．2∂6   

l．090．M．  0    1098．M．   1．090，000一【氾0  0   

lOt】58t氾．    し（掩5863．   0  15  883539．000  15  883．539．000  ：・一 ・＝   

・■薔研賛成tのβl庄応用♯漉l訂賓   32  13柑．230．  8  604950  ヰ0  t氾3．柑0．   6  Z44954000  8  5：！2115恥  14  7m馴柑0（氾  55504g29   

8  241TIXl，  0  8  241丁00 之  105．008．000  0   0    tO5．000一0（氾  5之500．000   

農工連穐研究機遭よ♯研究   9  227．2g2．  22729Z．   3  t85．794．∝10  0   0    185．丁94．0（氾  61．93l333   

子どもま臆総合研究   

t3次対がん総合」艶鵬研究   3  76．950，  49  2．之ヱり5乙  52  2．304102．  之  51．756．（氾0  49  2．227152．M  51  2．2丁8．908．000  1■一684．471   

がん壇庄硫安   

医放鳥分   

■鷹尾骨   

丁  川1350  5  76．200  12  2け550．   3  60000000  5  7t；200．（氾0  8  13も200∝氾  1丁．025、000   

エイズ対簑研究   

化学物Tリスク研究   

31  5こ17．010．  33  471．800．0（氾  6▲  1．008．自10，    t22，500，00○  33  306．4も7∝旧  44  428．96丁0（氾  9．749．250   

計   lT16  44980－43ユ．ZOO  832．  2こl．300785．3仙  2．548j  68．2昌l．218－500  52t  13，879．292．0Ⅸ）  818  柑．丁23．9Z5，研）Ol  l3Jg  32603．2け0（泊  2．ロ87，8ほ529   
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2．申請課題の評価  

1）公募課題の決定手順、決定について  

公募課題については、各研究事業の評価委員会において課題の検討を行い、その   

意見を基に、各研究事業を所管する部局の科学技術調整官が厚生科学課（プログラ   

ムオフィサーを含む）と調整の上、課題の選定を行い、厚生科学審議会科学技術部   

会において審議、決定する。公募課題は、行政施策の科学的な推進、技術水準の向   

上のために必要性の高いものについて検討することとしている。  

2）研究課題の評価  

厚生労働科学研究費補助金の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に係る指   

針」、「厚生労働科学研究費実施要項」に基づき行われる。  

研究の透明性の確保と活性化及び公正な執行を図ることを目的とし、研究課題ご   

とに、事前評価委員会、中間■事後評価委員会を設置している（委員：10～15名程   

度）。なお、評価委員名簿は、ホームページ上で公開している。  

提出された研究開発課題は、各研究事業の評価委員会において、専門家による専   

門的・学術的観点と、行政担当部局の行政的観点から評価を行っている。  

また、書面審査を基本とし、各評価委員会の判断によりヒアリングを実施してい   

る。（図8参照）  

3）評価の観点   

それぞれの研究事業の評価委員会において、次に掲げる観点から評点を付け、評  

価を行っている。  
3－1）事前評価  

1．専門的・学術的観点からの評価  

①研究の厚生労働科学分野における重要性  

②研究の厚生労働科学分野における発展性  

③研究の独創性・新規性  

④研究目標の実現性・効率性  
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⑤研究者の資質、施設の能力   

2．行政的観点からの評価  

①行政課題との関連性  

②行政的重要性  

③行政的緊急性   

3．総合的に勘案すべき事項  

①研究の倫理性（倫理指針への適合等）  

②エフォート等  

③研究実績の少ない者（若手等）への配慮  

3－2）中間評価   

1．専門的・学術的観点からの評価   

（彰研究計画の達成度  

②今後の研究計画の妥当性・効率性  

③研究継続能力   

2．行政的観点からの評価  

期待される厚生労働行政に対する貢献度など   

3．総合的に勘案すべき事項  

①研究の倫理性（倫理指針への適合等）  

②今後の展望等  

3－3）事後評価  

1．専門的・学術的観点からの評価  

①研究目的の達成度（成果）  

②研究成果の学術的・国際的・社会的意義  

③研究成果の発展性  

④研究内容の効率性   

2．行政的観点からの評価  

期待される厚生労働行政に対する貢献度など   

3．総合的に勘案すべき事項   

（D専門学術雑誌への発表、特許の出願状況等について  

②今後の展望   



（抄l島搾  
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畑の『縛糾の  
暮■により併  
③之㈱ごとに比  
＠♯貞10・－18名尊慮  
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にl己■  

園8 厚生労働科学研究費の評価システム  
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3．その他の取組事項  

1）倫理指針の遵守等  

各府省や学会の定める倫理指針に適合しているか、又は倫理審査委員会の審   

査を受ける予定であるかを確認する等により、研究の倫理性について検討して  

いる。  

なお、医学研究に係る厚生労働省関連の指針については、ホームページで公  

開している。  

2）被評価者に評価結果を通知（平成10年以降）  

3）若手研究者への配慮  

研究の評価にあたっては、これまで研究実績の少ない者（若手研究者等）  

についても、研究内容や計画に重点を置いて的確に評価し、研究遂行能力を  

勘案した上で、研究開発の機会が与えられるように配慮するよう指針で定め  

ている。一部の研究事業において若手研究者（当該年度4月1日現在で満37  

歳以下※）を対象とした枠を設定している。  

※ 平成21年度公募より、当該年度4月1日現在で満39歳以下とした。   

4）間接経費の計上  

2，000万円以上の新規研究課題を対象に研究費の30％の間接経費を導入し  

ている。なお、平成21年度公募では、1，000万円以上の新規研究課題を対象  

に研究費の30％の間接経費を導入している。  

・平成20年度（実績）：41億円  

5）大学院博士課程学生への支援  

研究者を対象とした制度であり、大学院生への支援措置はないが、実験補  

助等に対する賃金を支払うことは可能としている。  
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4．申請と採択の状況  

平成20年度実績では、課題の採択率（新規、継続合わせて）は、約52．6％とな   

っている。（7頁表参照）  

新規課題 応募1，716件 採択 521件 （採択率 30．4％）  

継続課題 応募  832件 採択 818件 （採択率 98．3％）  

5．厚生労働科学研究の推進事業   

1）外国人研究者招暗事業  

当該分野で優れた研究を行っている外国人研究者を招脾し、海外との研究協力を   

推進している。   

2）外国への日本人研究者派遣事業  

園内の若手日本人研究者を外国の研究機関及び大学等に派遣し、当該研究課題に   

関する研究を実施することにより、わが国における当該研究の推進を図っている。   

3）リサーチレジデント事業（若手研究者育成活用事業）  

主任又は分担研究者の所属する研究機関に当該研究課題に関する研究に専念する   

若手研究者を一定期間（原則1年、最長3年まで延長）派遣し、当該研究の推進を   

図っている。将来のわが国の研究の中核となる人材を育成するための事業を行って   

おり、年間400名以上を派遣している。   

4）その他  

研究成果発表会や、研究事業毎のパンフレット作成等を行っている。  
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6．公表に関する取組   

1）研究事業に関連する情報の公表  

厚生労働省ホームページ上で、次の事項を公開している。  

一事業概要、募集要項、評価指針   

・評価委員会委員名簿   

・採択研究課題名、主任研究者、交付金額   

2）研究成果の公表  

研究報告書を厚生労働省図書館、国会図書館、国立保健医療科学院等に配布し、   

保管・公表するほか、国立保健医療科学院ホームページ上で、研究課題、研究者名、   

研究成果（報告書本文等）を含み、検索も可能な厚生科学研究成果データベースを   

公開しており、毎月約2万件程度のアクセスがある（図9）。  

鬱脚荒砥鷲チータへ－ス  

王1＼てi喜L   

琶毯即∈分野一驚   

鞄担当課頂転  

用めての方ヘ   

・童子一夕ペースにつしlて   

・利用捜蓋つlこ¶＼て   

・ニ利鞘凛壌につして  

■生男■i  仲立保腫■雪卑亨l睨   

て 2∝広C8∽  

模索売人力響へは一級のみを入力し．枚累冥  
i丸′てくだきい．複数諾の人丸履歴扶桑事  
は．6月中旬より媚凍可能となります．  

町2∝洛∝－亡母  

相賀システム（リニューアル鱈〉モ5ノ′争1000公  

阻ました。  

お間合甘党   

画王保健匿糟担字院研究憎搾センター   
国書啓ウービス警  
世当；好男省GRAト√SS、蒋TEhl條  
TELこ〔叫8「458－6グ＝   ヽl  

金敷軸L － 

囲9．厚生労働科学研究成果データベース  
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各研究事業の概要   

評価対象である4研究分野14研究事業の各研究事業は、次のとおりである。  

研究分野   研究事業   研究領域   
平成20年度予算額  

（千円）   

政策科学総合   376，052  
1．行政政策  

Ⅰ．行政政策  社会保障国際協力推進   185，137  

2．厚生労働科学特別研究  482，686   

再生医療実用化   528，901  

3．先端的基盤開発  創薬基盤推進   5，102，140  
Ⅱ．厚生科学基盤  

医療機器開発推進   2，759，746  

4．臨床応用基盤   医療技術実用化総合   4，956，723   

障害保健福祉総合   181，175  

5．障害関連／   
長寿科学総合  

感覚器障害   431，621  

長寿科学総合   1，097，629  

6．子ども家庭総合  542，212  

7．第3次対がん総合戦  4，066，544  

略   
がん臨床   2．420，135  

循環器疾患等生活習慣病対  
Ⅲ．疾病・障害対策  

2，635，276  

慣病対策総合／免疫アレ  
ルギー疾患等予防治療／  1，514，471  

難治性疾患克服  

難治性疾患克服   2，441，223  

エイズ対策   1，969，313  

9．エイズ・肝炎・新興 再興感染症        肝炎等克服緊急対策   
1，602，314  

新興・再興感染症   2，436，280  

10．こころの健康科学  1，856，133   

11．地域医療基盤開発推進  839，505  

12．労働安全衛生総合  162，了50  

食品の安心・安全確保推進   1，752，041  

Ⅳ．健康安全確保総合              13．食品医薬品等リス        医薬品・医療機器等レキ○ユラト   
ク分析   リーサイエンス総合  

683，354  

化学物質リスク   1，280，585  

14．健康安全・危機管理対策総合  461，455   

14   



Ⅰ．行政政策研究分野  
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1．行政政策研究事業  
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研究事業名：政策科学総合研究事業  

所管課：政策統括官付政策評価官室、統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室  

研究事業の   

目的   

本研究事業は人文・社会科学系を中心とした人口・少子化問題、社会保障全般  

に関する研究等に積極的に取り組み、社会保障を中心とした厚生労働行政施策の  

企画立案および推進に資することを目的とする。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

・事業予算額  376，052 千円（対平成19年度予算比80．0％）  
・申請件数  137 件  

・採択件数  53 件  

③研究成果及びその他の効果   

人口減少の局面に入り、それに見合った社会保障制度の設計を行うことが求め   
られている中、本研究事業では、制度設計、政策立案に資する観点から、省内関   
係部局と調整の下、様々な視点から真に必要で緊急性の高い課題について、理論   
的・実証的研究を実施し、施策の企画立案及び推進に寄与する研究結果を得た。   

・精神保健医療における質向上を促進する支払い方式の在り方を医療経済学のアプ   

ローチを盛り込みながら検討した。具体的には「退院支援」、「地域ケア」及び「急   

性期医療」の各局面について医学・看護学・経済学の専門家が現在実施されてい   

る診療について明らかにし、一部については、その人的コストを測定することで、  

「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（平成16年9月）に盛り込まれた「長期入   

院患者の段階的・計画的な地域生活への移行」と「新規入院患者の早期退院」に   

対しては、各局面への積極的かつ具体的な人的コスト投入により、医療の質向上   

とともに入院期間短縮が図られる可能性を提示した。  

・高齢者孤独死についてはこれまで我が国でほとんど明らかにされていなかった   

が、法医学的なアプローチによる実態解明をすることにより、今後の孤独死対策   

において、どのような点を強化するべきかという根拠を示しながら、深刻化が予   

測される高齢者の孤立に対する予防的戦略を提起した。  

・介護保険制度改正における予防重視の方向性の効果を、WHO－ICFに基づく評価と   

システマテイツクな調査を行うことで検証し、それを通じて、行政だけでなく医   

療機関による介護防止への積極的取組に向けてのシステム構築の必要性や、急性   

期の介護予防に重点を置くことの重要性、「廃用症候群」「よくする介護」につい   

ての啓発の必要性など、介護予防ケアマネジメントシステム構築の在り方につい   

て提案したほか、厚生労働省社会保障審議会統計分科会生活機能分類専門委員会   

で示された、我が国におけるICFの「活動・参加の評価基準点（暫定案）」の基礎   

資料とされた。  

・OECDの相対的貧困基準、生活保護基準、課税最低綾などの多様な貧困基準を比較   

検証し、それぞれの特性を把握した上で、それらを用いて貧困率の推計や税制・  

社会保障制度の関連を分析し、生活保護における資産要件の再検討、課税最低限   

の調整、若年者への所得保障の充実などについて提言を行った。  
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・保育士の専門性の向上を図るという観点から、保育士養成の在り方について検証  

を行い、保育士資格及びその養成の在り方について提言を行った。また、保育所  

保育指針の在り方についても検証を行い、その成果は厚生労働省における「『保育  

所保育指針』改定に関する検討委員会」での検討の参考となった。  

・介護者の確保育成策の国際的な動向・状況について、介護供給の類型に応じた体  

系的な国際比較を行い、日本における質の高い介護者の確保育成対策検討の際に  

活用できる基礎資料を提示した。  

・「コホート研究データファイル」を研究代表者、研究分担者のコホート研究デー  

タ及び人口動態統計から作成し、フィージビ リテイ、制度運用のあり方に関する  

検討を行い、また、欧米各国の死亡者データベース事例に関する検討を行った。  

・政府によるパネル調査（21世紀出生児縦断調査、成年者縦断調査、中吉年者縦断  
調査）データの有効な活用に資するデータベースシステム（PDB21）・総合分析シス  

テムを開発し、統計的分析を試行した。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

出願・取得  

④課題と今後の方向性  

本研究事業は、年々研究費縮減による制約が厳しくなってきているため、事前   
評価においては厚生労働行政の政策立案・運営、統計情報の整備および利用の総   
合的な促進に資することが十分に見込めるテーマを厳選し、中間評価において   
は、必要に応じて研究内容・方向性や期間の見直しを行うことで、研究費の有効   

活用を図っていく。  
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研究事業名：社会保障国際協力推進研究事業  

（社会保障国際協力推進研究・国際医学協力研究）  
所管課：大臣官房 国際課、大臣官房 厚生科学課  

①研究事業の目的  

1．社会保障国際協力推進研究   

医療保険・年金、公衆衛生等を含めた広義の社会保障分野における国際協力の  

あり方の検証や、国際協力を効果的に推進するための方策等に資する研究成果を  

得ることを本事業の目的としている。  

2．国際医学協力研究   

わが国と米国が共同して、アジア地域にまん延している疾病に関する研究を行  

うことを目的とした「日米医学協力計画」の下で、アジアにおける感染症、栄養一  

代謝関連疾患、環境と遺伝要因による疾患といった幅広い分野における諸課題の  

改善・克服に向けて取組む。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

事業予算額  185，137 千円（対平成19年度予算比97．7％）  
申請件数  13 件  

採択件数  12 件  

③研究成果及びその他の効果  

1．社会保障国際協力推進研究  

・国際協力を効果的に推進するための方策等に資する研究として、「国際会議にお   

ける効果的インターベンションのあり方に関する研究」「国際保健分野での知識   

マネジメントに関する研究」「国際保健分野の人材育成のあり方に関する研究」  

を行った。  

・日本の国際社会に対する貢献が、より効果的で存在感のあるものとなるよう保   

健医療分野の各種国際イニシアティブ・国際機関の意思決定メカニズムや情報   

交換システム等に関して、分析・検討を行った。  

・国際保健に関する幅広い人材確保のために、人材の発掘と登録、ニーズに関す   

る情報発信、人材育成の方法等について検討を行った。  

2．国際医学協力研究事業  

・細菌性食中毒の原因となる大腸菌、リステリア菌等病原体10種類を網羅的に鑑   

別、検出できる方法を開発し、実用化を目指した。   

リヽンセン病多発地域であるフィリピン、ミャンマーなどでも実施可能な、ダブ   

ソン、リファンピシン、キノロン耐性らい菌を検出する簡易検査法を開発した。  

・ハンタウイルスの新たな検査方法が確立され、中南米ハンタウイルスの分布状   

況が明らかになった。  

・マラリアゲノムデータベースから赤血球期ワクチン候補分子となる熱帯熱マラ   

リア原虫分子を選択し、それらのCDNAクローンからコムギ胚芽無細胞タンパク   

質合成系を用いて組換えタンパク質を作成し、抗原性の高い分子を得ることが   

できた。  

・ディーゼル排出粒子、焼却炉煤じん中から、変異原物質3，6－ジニトロベンゾ   

［e］ビレン（DNBeP）が検出され、それらが3，6－DNBePの発生源であることが示  

唆された。  

・HBVにおいて2種類の新たな組換え遺伝子型（r－HBV）を含む合計28種類の  

r一日BVの存在が明らかとなり、その分布には地域特異性が存在した。  

・エイズのワクチン研究では、改良型のGagとEnv高発現型BCGコンストラクト  
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HIV変異株に対し中和抗体を誘導できるワクチンの基礎を作  を作成し、多様な   

った。  

季節型インフルエンザについて、07－08シーズン耐性株頻度はHINlソ連型で  
0．4％に対して今年度は100％がオセルタミビル耐性となっていたことが明らか  
となった。  

その他（件）  学会発表（件）   その他論文（件）  原著論文（件）  

出願・取得  

④課題と今後の方向性  

1．社会保障国際協力推進研究   
国際的な課題は増加しており、国際協力の必要性が高まる中、今後とも、国際   

協力の効果的な推進に資するもので、研究的価値が高い課題に重点的に配分する   
とともに、結果の活用についてもー層明確にしていく方針である。   

また、これらの研究は政策とも直結するものであることから、公募にあたって   
は、政策的課題についてもさらに明確にするとともに、研究者との連携を密にし   
てゆくことが重要と考えている。  

2．国際医学協力研究事業   
我が国のみならず、アジア地域において問題となる細菌性疾患、ウイルス性疾   

患、寄生虫疾患の予防及び治療に向けた分子・細胞レベルの探索等の基礎的な研   
究、疫学調査等のほか、栄養・代謝分野としてメタポリツクシンドロームのアジ   
アにおける疫学調査、環境中発がん物質の検索等により、疾病の予防・治療につ   
ながる基礎的な研究をも含めた成果を今後とも着実に上げる必要がある。   

さらに、我が国では現在、あまり問題とされていない寄生虫疾患等の研究にも   
取り組み、国際協力・貢献にも寄与するとともに、これらの疾患に対する我が国  

も取り組む必要がある。  における研究の維持・継続をはかる役割を果たす観点から   

20   



2．厚生労働科学特別研究事業  
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研究事業：厚生労働科学特別研究事業  

所管課：大臣官房 厚生科学課  

（丑研究事業の目的  

国民の健康生活を脅かす突発的な問題や社会的要請の強い諸課題について、緊   

急に行政による効果的な施策が必要な場合、先駆的な研究を支援し、当該課題を   

解決するための新たな科学的基盤を得ることを目的とする。  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

・事業予算額  482，686 千円（対平成19年度予算比112．3％）  
・申請件数  34 件  

・採択件数  33 件  

③研究成果及びその他の効果   

緊急性の高い研究課題について、施策に反映するための科学的知見が得られた。  

・国家として国際的な健康危機管理情報の収集システムの構築に向け、公開情報を   

はじめとして種々の情報源から情報収集と調査を行い、既存システム、最新の言   

語学技術、市販ソフトウエア等に関するまとめを行い、最適なシステムデザイン   

を提案した。  

・救急患者受け入れに関しては、救急情報システムが広く適切に活用され、効果を   

あげるために、救急現場での患者トリアージの判断に資する症候あ緊急度の判断   

項目について、また医療機関の選択に必要な診療科情報や処置機能に関する情報   

についても標準化することが求められた。  

・病院勤務医等の勤務環境改善に関して、医療補助者の配置や交代勤務制・変則勤   

務制等の導入によって、医師の負担が軽減される傾向がみられたが、医師の確保   

の困難性、医療事務員の勤務内容やこ資格■トレーニング方法が施設によって異   

なること等などの課題が抽出された。先進的取組み事例に基づきガイドを作成し、   

これにより取り組みを推進することが可能と考えられた。  

・海外で新型インフルエンザが発生した際の水際対策としての停留措置において使   

用する施設を選択・運用するための空調設備に関する基準をとりまとめた。停留   

においては特に空調設備に適切な運用が必要であることが判明した。  

・遊離塩素濃度0．4～1．Omg／Lのプールで水泳を行う時には、眼表面粘膜保護の観点   

からゴーグルを装着することが望ましいことが判明した。  

・硫化水素による自殺者の実態分析によると、平均年齢は31．3歳で20歳代が半数   

を占め、発生数の変化はマスコミ報道の影響を強く受け、ネット上の硫化水素ガ   

スの発生に関する記載に忠実に従うことが判明した。ネット世代の自殺予防には   

インターネットの活用が不可欠であることが判明した。  

原著論文（件）  その他論文（件）  学会発表（件）  その他（件）  

出願・取得  

④課題と今後の方向性  

国民の安全・安心・健康を脅かすような健康危機管理上の緊急課題について、  

22  

F   



これまでどおり迅速に対応することが求められている。   

今後とも、省内各部局との連携を密にし、質の高い研究成果が得られるよう、  

効率的に事業を実施する。  
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